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 米国よりも好調、新興国株式 

最近、世界の株式市場が好調ですが、実は主

要市場の中でも好調といえるのが新興国株式

です。新興国株式市場は 2016 年、米国株式に

並んで好調でしたが、今年に入ってからも米国

株式を上回って上昇しています。 
 

■各株式の年別収益率 
円ベース、期間：2016 年と 2017 年（〜5 月 29 日） 

 

 

 

 

 

 

 

    
 
※世界株式：MSCI 世界株価指数、新興国株式：MSCI 新興国株価指数、米国株

式：MSCI 米国株価指数、日本株式：MSCI 日本株価指数、欧州株式：MSCI 欧

州株価指数、いずれも配当込み  
出所：ブル－ムバーグのデータを使用しピクテ投信投資顧問作成 

   

 好調の理由は？ 

・世界的な景気回復 

米国やユーロ圏をはじめ、長期間にわたる金

融緩和策等が功を奏して世界的に景気が回復

してきています。さらに、米国や中国などでのイ

ンフラ投資も拡大しており、これらを背景に様々

なモノの需要が拡大することが期待されます。 

それに伴い、様々なモノの原材料となる原油や

銅、鉄鉱石などの資源価格も上昇すると考えら

れます。新興国には資源国が多く存在している

ことなどから、資源需要の拡大は新興国経済

や企業にとってプラスとなると思われます。 

・先進国のインフレは新興国に追い風 

また、景気回復に伴い米国やユーロ圏はインフ

レ（物価上昇）傾向にあります。 

過去、インフレは、新興国株式市場にとってプラ

ス材料でした。 

ある程度のインフレは企業利益の伸びにプラス

要因となります。過去のデータでは、米国のイ

ンフレ率が前年同月比プラス 2～4％となると、

その約半年後に米国企業の利益成長率も連動

して上昇する傾向にありました。さらに、新興国

の企業の利益は、米国企業を上回る相対的に

高い成長がみられました。これは、新興国株式

市場にとって追い風となることが期待されます。

株価は、短期的には様々な要因で変動するも

のの、長期的には企業の利益成長を反映して

動くといわれており、こうした利益成長は株価の

上昇要因のひとつです。 
 

 PER も割安で魅力的な水準 

また、新興国株式は、PER（予想株価収益率）

でみても、今後期待できそうです。2017 年 3 月

末時点の新興国株式の PER は 12.１倍と米国

の 18 倍と比較して、相対的に割安な水準にあ

ります。これから投資を考えるなら、より割安な

水準の国の株式のほうが注目度大かも！ 

新興国株式を今「買うべき」理由とは？ 
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※MSCI 指数は、MSCI が開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利は MSCI に帰属します。また MSCI は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。 


